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研究成果の概要（和文）：支援ニードのある親子に必要な支援が届けられてゆくために必要な要素を5つの自治
体にヒアリングしたところ、自治体側で財源を用意できるか、支援の実際を届ける人を確保できるか、受け手が
プログラム等にアクセスできるか、参加できるか等が明らかになった。また、支援の長期的効果を見てゆくには
要保護児童数、虐待相談件数、不登校や非行相談などの行政報告が活用できることが分かった。首都圏近郊の市
では、8.2％の3歳児が心理的な支援を必要とする状態にあることが分かった。問題例を把握してプログラムの実
施につなげるシステムが充分働いておらず、プログラムの提供量も必要量より大幅に少ないことが明らかとなっ
た。

研究成果の概要（英文）：For providing enough parenting programs to those who have difficulty in 
child raising, we did interviews for health professionals within 5 cities with various population 
sizes. Providing budgets, professionals for family support and easy accesses parenting program 
family who are with problems of clinical level.　Official statistics for the number of children who 
were need protection, reported child maltreatment, school absence and delinquency could be effective
 in showing long term effect of community family intervention. 
In a city near metropolitan area, 8.3 % of 3-year-old children were within clinical range of mental 
health problem. In the city, the system is not well arranged to introduce families to adequate 
parenting programs and the amount of personnel who can provide programs was very small compared to 
those needed.

研究分野：公衆衛生学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)近年の核家族化とコミュニティーの崩壊
の中で、育児知識の伝承が不十分なまま、不
安な育児を営む親が増えてきている。そのよ
うな中で申請者らは、親子関係を改善し育児
に自信が持てるようになる親支援プログラ
ムを実践し、評価研究により効果を科学的に
証明し(Fujiwara, Kato, Sanders 2011)、この
普及啓発に努めてきた。こういった親支援の
地域でのニードは高い。国や自治体において
も、子育て期の多様な問題を軽減するために、
妊娠期からの切れ目ない支援というキーワ
ードの元に、さまざまな支援の模索が行われ
ている。 

 
(2)親支援プログラムを地域に浸透させるた
めに自治体と協働して普及にあたったとこ
ろ、自治体の予算獲得のプロセスとして、地
域のニードに合わせて提供すべき数量の目
安に関する情報が必要となることが多かっ
た。また、地域で親支援プログラムを実践し
ていると、地域では実際にはいくつかのタイ
プの親支援ツールを効果的に組み合わせて
親の養育力のサポートにあたっていること
も分かった。 

 
(3)ツールには科学的根拠があるものから、実
践面を重視したものまで、内容も様々である。
地域の親のニードも多様で、親自身が感じる
ニードもあれば、支援者から見て親にとって
必要と思われるサポートもある。親の育児困
難の深刻さも、ごく普通におこる育児の困り
ごとから、児童虐待の危険を伴うものまでさ
まざまな段階がある。育児支援ニードの質も、
孤立や不安を解消し仲間つくりの助けをす
るタイプのものから、育児技術のコツを伝え
て安心と自信につなげるもの内省による自
己理解によって胎児感情を改善するものな
ど、それぞれのニードに合ったタイプのプロ
グラムが内外で開発され導入されている（上
野昌江 2011）。 

 
(4)本研究はこういった育児支援ツールが地
域でそれを必要とする親に同様に有効に届
けてゆくか、その方策を明らかにしようとす
るものである。自治体等が地域での活用に関
心を持っても、実際にどれだけの親がそれを
必要とし、どれだけの分量のツールを用意す
れば十分届けられるのかが分からないと、計
画や予算がたてられない。このような企画立
案に資する情報を明らかにしてゆく方策に
関しては、ほとんど検討がなされていない状
況にある。 
育児支援ツールの影響は、限られた希望者だ
けに行うよりも、地域全体に浸透して行った
方が、費用対効果がよいと言われている
（Bayer 2006）。このような費用対効果を地
域ベースで算出してゆくやり方も、研究開発
の途上である。本研究では、地域で活用可能
なさまざまな形態の育児支援のツールに関

して、ニーズの把握をしてゆくモデル、地域
での必要提供量算出に関するモデル、支援ツ
ールを実施した場合の効果判定、費用に対す
る効果の評価モデル等を開発し、それらを体
系としてまとめてゆくことを狙いとする。 
 
２．研究の目的 
(1)親支援プログラムを地域で効果的に配っ
てゆくためには、地域にどの程度問題例があ
るかを明らかにする必要があり、文献レビュ
ーにより、問題例の把握の仕方とプログラム
がどのように地域で有効であったかを先行
研究において明らかにする。 
 
(2)プログラムを効果的に地域の家族に配る
方策を探るために、すでに実践を行っている
モデル地域でヒアリングを行うことにより、
課題と解決策を明らかにする。 
 
(3)子育て支援を有効に行っていくには、地域
における子育て中の親がどのように子育て
の困り感を持っているかを量的に正確に把
握し、必要な親支援介入を提供してゆく必要
があるため、地域の子育て中の親が子どもの
どのような行動に困っているかを標準化さ
れた尺度を用いアンケート調査によって把
握し、地域の子育て支援に役立てる基礎資料
とする。 
 
３．研究の方法 
(1)地域での問題例の割合の把握と効果的な
プログラムのデリバリーに関しては、child, 
mental health, prevalence, intervention 
を検索語として4つの検索エンジンを用いて
検索し、タイトル、要旨、本文を検討して、
論文数を絞り精査した。 
 
(2)人口 10 万程度の 4 都市と、人口 50 万程
度の 1都市をモデル都市として選定し、行政
スタッフが親支援プログラムに出合い、予算
取りを行ってゆくプロセスについて、聞き取
りを行った。ヒアリングを行った 5つの自治
体に関して、福祉関係の要保護児童数、虐待
相談件数、教育関係の不登校や非行相談を親
支援プログラム実施による長期効果の評価
のための指標として web 上で収集した。 
 
(3)地域の小児のメンタルヘルス指標である
SDQ（子どもの強みとむつかしさに関する指
標）調査を行った。首都圏近郊人口 17 万の
市の三歳児健康診査の対象児の保護者に健
診の通知と健診用のアンケートを送付する
際に、本研究の質問紙を同封し、自宅で回答
し、郵送によって返送してもらう。平成 29
年 5月から半年間の健診対象児の保護者に質
問紙を郵送する。回答に要する時間は 5分程
度である。記入済みの質問紙を返信用封筒に
入れて、郵便ポストに投函してもらった。市
保健センターに協力を依頼し、3 歳児健康診
査の対象児の保護者（500 家庭）に質問紙を



送付し、自宅で回答し、郵送によって返送し
てもらった。 「研究倫理の遵守に関する誓
約書」に基づき、調査内容に関する個人情報
の取り扱い、データの管理・廃棄の方法、公
表時のプライバシーの保護、研究協力への拒
否の権利等について新座市保健センターに
対しては書面と口頭で、3 歳児の保護者には
書面で説明を行い、調査協力への同意を得た。 
 
４．研究成果 
(1)文献レビュー結果：文献レビューによっ
て地域において支援ニードのある親子を数
量的に把握し、必要量の支援を届けている海
外における実績を整理した。小児メンタルヘ
ルスの有病割合が国レベルで把握されてい
る事例が多く、地域レベルでの親支援介入が
地域での小児メンタルヘルス問題の有病割
合を減少させうることが明らかになった。 
 
(2)自治体職員への聞き取り調査結果：人口 5
万～10万程度の4つの自治体にヒアリングし
たところ、子育て支援ニーズが強く感じた行
政スタッフが親支援プログラムに出合い、予
算取りを行ってゆくプロセスが明らかにな
った。安心こども基金の果たした役割が大き
かったことが明らかとなった。人口 54 万の
東京都板橋区で聞き取ったところ、大規模な
自治体では届けるべき対象が多数で広範囲
に在住しているための困難が浮き彫りとな
っていた。自治体への聞き取り調査から、必
要な支援が届けられてゆくために必要な要
素として、自治体側で財源を用意できるか、
支援の実際を届ける人を確保できるか、受け
手がプログラム等にアクセスできるか、参加
できるか等が明らかになった。また、子育て
支援の取り組みの長期的効果を見てゆくに
は政策決定者に説得力があるような項目が
好ましく、行政報告を行う自治体がホームペ
ージに載せている福祉方面では要保護児童
数、虐待相談件数、教育方面では不登校や非
行相談は教育委員会の報告が活用できるこ
とが分かった。 
 
 (3)公的統計 web 資料調査結果：長期効果の
評価のための指標で自治体がホームページ
に載せている行政報告結果をweb上で収集し
た。地域ごと指標ごとにグラフ化することに
より、情報を可視化することが出来たことで
研究が進展した。毎年の公表結果を収集する
ことは出来るが、推移を読み取って支援事業
の効果の判定につなげてゆくのには、課題が
多かった。人口規模に応じてばらつきが見ら
れ、年次推移が読み取りにくかった。また、
推移がいかなる予防活動の効果であるかを
論ずるには材料が不十分であった。報告方法
が変わることで年次推移が捉えにくい場合
もあるが、細目などを精査することにより実
態の把握に近づける。保護者に届けたプログ
ラムの数については、自治体で把握できたの
で、今度必要とする親の数の把握と対照して

ゆけることが分かった。説得性があって長期
効果が把握しやすい指標を見つけ出してゆ
くための工夫が必要である。 
 
(4)保護者へのアンケート調査結果：A市の協
力を得て、市内で行われている 3歳児健診を
受診した児の保護者に、約 3 か月かけて 500
件の SDQ に関する調査票を配布した。このう
ち 157 件からの回答があり、回答内容集計の
結果、そのうち 13 件 8.2％の 3歳児が、何ら
かの対応を必要とする臨床域と言われる状
態にあることが分かった。A 市での出生は年
間 1350 人程度であるので、この問題例に対
してグループ型の親支援プログラムを実施
するには、年間 112 人に対し、グループプロ
グラムを 10 回程度行う必要があることにな
る。現在最も密にプログラムが実施されてい
る人口 8.5 万人の B市では、年間 2回となっ
ている。A 市で問題例を把握してプログラム
の実施につなげるところから、まだシステム
が充分働いておらず、ファシリテーターもさ
いたま市等から調達する必要が出てくる。A
市では、怒鳴らない子育て講座がすでに年間
数回開催されているので、それによってある
程度カバーされているが、提供量が必要量よ
り大幅に少ないことが明らかとなった。 
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